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（2）LC 型貨客船 

1) 一般配置図 LC 
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2) 船体線図 LC 
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3) 中央断面図 LC 
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4) 機関室配置図 LC 
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3.2.4. 建造計画／調達計画 

本プロジェクトで調達する 1隻の貨客船及び 1 隻のLC船は、各々個別の入札を行い建造する。 

このため、入札公告は 2 隻個別に行ったうえ入札を実施し、建造、現地引き渡しは 2 つの造船

契約により実施する。 

 

3.2.4.1. 建造方針／調達方針 

（1）建造工事の業務手順 

本計画の日本政府無償資金協力による実施において、計画船の建造は以下の手順により進められ

る。 

① 日本政府と「マ」国政府との間で、事業実施のための交換公文（E/N）締結、並びに

JICA と「マ」国政府との間で、事業実施のための贈与契約（G/A）締結。 

② JICA に推薦されたコンサルタントと「マ」国政府の事業実施主体との間でコンサル

タント契約（事業実施）を締結。 

③ コンサルタント契約の JICA による認証。 

④ コンサルタントは、入札の実施に必要な入札資格審査方法案、技術仕様書、一般配

置図等の設計図、事業費積算書、建造契約書等の入札図書案を作成し、「マ」国政府

の承認を得る。 

⑤ コンサルタントは、承認された入札資格審査方法に基づき、造船業者入札資格審査

を実施し、「マ」国政府の承認を得て、入札者を選定する。なお、入札者は日本法人

の造船業者でなければならない。 

⑥ コンサルタントは、「マ」国政府の立ち会いの下で入札を実施し、入札者より提出さ

れた入札書類を審査する。入札審査の結果により、契約予定業者を「マ」国政府に

推薦する。 

⑦ コンサルタントは、「マ」国政府と契約予定業者との契約交渉を補助し、業者契約に

立ち会う。 

⑧ 署名された業者契約の JICA による認証。 

⑨ 業者契約に基づき、建造契約者により計画船の建造及び試運転並びに機材の調達が

行われ、コンサルタントは建造監理、試運転、引き渡し立ち会いを実施する。 

⑩ 機材を積んだ計画船が日本から「マ」国に回航される。 
 

（2）業務手順における基本事項 

無償資金協力の業務手順における基本的な事項は以下の通りである。業務手順は、一般に貨客船及

び LC 船の各々について実施する。 

 

① 事業実施主体 

本計画の「マ」国政府主管庁は運輸通信省で、実施機関はマーシャル諸島海運公社（MISC）である。

事業の実施にあたっては、運輸通信省が基本的に全ての書類の受領及び必要な承認を行うが、技術書

類・設計図書については、運輸通信省が MISC に一部業務を委任する予定である。 
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② コンサルタント 

両国政府間の交換公文の締結後、JICA によって推薦される日本法人のコンサルタントと「マ」国政

府との間でコンサルタント契約が締結される。コンサルタントは、「マ」国政府の代理機関として技

術仕様書を含む入札図書の作成ならびに入札と契約業務に必要な補助を行い、引き続き建造工事の監

理を行う。コンサルタントは、建造監理のために、担当技術者と各種艤装担当の技術者を建造期間中

の必要な時期に造船所に派遣する。 

 

③ 計画船建造・機材調達契約 

計画船建造工事については、入札公告に応募した日本法人（造船所 2 社以上をもって構成された共

同企業体であってもよい）を対象とする入札資格審査を行った後、あらかじめ定めた入札契約手続き

に基づいて、競争入札を行う。入札の結果選定された落札者が「マ」国政府との間で造船契約を締結

する。契約者は計画船の建造、試運転、回航並びに機材の調達などの業務を実施する。機材は 、計

画船に積み込まれ、「マ」国に輸送される。 

 

④ 船舶建造計画 

計画船の建造に当たり、契約者は、契約書および付属する技術仕様書などに基づいて、自己の造船

施設と設備などの条件に基づき船殼と各種艤装の生産設計を行う。契約者による建造設計後の計画船

の建造工程は、船殻工事、艤装工事（甲板工事、機装工事、電装工事）、諸試験、回航の順序で進め

られる。建造計画の検討にあたって配慮すべき点は以下のとおりである。 

 

1) 本計画は日本政府の無償資金協力によって実施されるものであり、工期の厳守が前提となる。交

換公文の有効期間内に契約上の条件を満たすことが可能なように建造計画を策定する必要があ

る。 

2) 機関などの艤装機器で納期を要するものについては、機関の製造工程の把握、維持に努めるとと

もに、機関納期に対応した船殻、艤装工程とし、工程のロスが発生しないよう配慮する。 

3) 船級協会、「マ」国政府船舶規則、日本の海事規則に定められた各種試験を行う。建造の最後に

定められた試運転を行い、性能の確認を行う。 

4) 工程の最終段階に「マ」国から 2 名の艤装員（各計画船の予定船長及び機関長）を招請する。招

聘された艤装員は、新船舶の最終艤装・試験状況に立ち会うとともに、メーカー・造船所の諸機

器・装置取扱い説明を受け操船・操機の慣熟訓練を受ける。艤装員は、計画船の「マ」国への回

航に同乗し、さらに慣熟が高まるようにする。 

5) 計画船は、「マ」国政府発行の仮国籍証書を受領後、建造契約者の岸壁から「マ」国マジュロ港

まで建造契約者の責任において自航により回航される。マジュロ港に到着後、直ちに最終検査を

行い「マ」国政府に引き渡される。 

 

⑤ 機材調達計画 

各計画船の関連資機材の調達にあたり、契約者は、契約書及び付属する技術仕様書などに基づいて、

これら資機材の調達を行う。 
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⑥ 技術者派遣 

各計画船が現地に引き渡された後の、最初の実航海を含み約 0.5 ヶ月にわたり、建造造船所の

技術者 2 名（甲板部及び機関部）を現地に派遣し、操船、操機および保守管理の技術指導を行う。 

 

3.2.4.2. 建造・調達上の留意事項 

各計画船の建造では、特に以下に留意する必要がある。 

① 合理的な建造順序に配慮すること。 

② 資材・機器納期が不安定なものが多く、予定納期を確実にしておくと共に、納期遅れが

ある場合、関連工事工程の調整を都度確実に行うこと。 

③ 岸壁での機器作動試験及び海上試運転を綿密に計画し、工程計画に反映すること。 

④ 工程進捗のフォローアップを定期的（少なくとも毎週）に行い、次工程の調整に反映す

ること。 

 

3.2.4.3. 建造／調達区分 

日本及び「マ」国の負担事項は、以下のとおりである。 

① 計画船の建造、機材の調達はすべて日本で日本側が行い、それらの「マ」国への輸送

も日本側が実施する。 

② 「マ」国側は、各計画船の建造に要する証書類を発行する。 

このように、計画船建造契約及び資材調達契約以降の実施工程には、無線局認可状、仮国籍証

書の発行等の事務手続き以外、「マ」国側の分担事項はない。 

 

計画船が引き渡された後、運航体制の維持、運航経費の負担、計画船の保守管理、付保、経費

の政府補助等、計画船を安全、円滑に運航するための必要事項はすべて「マ」国側の負担である。 

 

以下に日本国政府側と「マ」国政府側の負担範囲の詳細を示す。 

 

（1）日本国政府の負担する範囲  

本計画が日本の無償資金協力によって実施される場合に、必要となる日本政府の負担事項は次

のとおりである。 

貨客船及び LC 船の設計及び建造 

貨客船及び LC 船にかかる関連機材の調達 

貨客船、LC 船及び各船舶の関連機材の日本から「マ」国への輸送 

各船舶が関連機材を積載し、自航して輸送する。 

実施設計、入札業務の補助および建造工事監理等のコンサルタントサービス 

 

（2）「マ」国政府の負担する範囲 

貨客船及び LC 船の建造並びに各船舶の関連機材の調達はすべて日本で行われるが、「マ」国政府の

分担事項は以下のとおりである。 
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（事業実施中の諸手続） 

① 本計画に関連し、JICA が認証した契約につき、日本の銀行との銀行取り決め、支払授権

書の発行及びそれらに必要な手数料の負担 

② 無線局認可状、仮国籍証書など建造と回航のために「マ」国において発給が必要な許認可

の取得 

（各計画船が「マ」国に到着したときの諸手続） 

③ 「マ」国に輸入されることとなる本計画各船及び関連機材の「マ」国での関税、付加価値

税等の諸税及び諸課徴金の免除と迅速な通関 

④ 「マ」国内での、計画に関連する日本人の役務の提供につき、税金または課徴金の免除 

（「マ」国運航関連施設） 

⑤ MISC 整備工場の予備品棚、作業台等の整備 

予防的保守管理システムにかかる予備品を整理して収容するための棚及び部品を整備するた

めの作業台の整備 

（その他） 

⑥ その他、本計画の実施に必要で日本政府の負担事項に含まれていない事項 
 
3.2.4.4. 建造・調達監理計画 

（1）建造・調達監理計画の基本方針 

コンサルタントが契約者の建造工程、調達工程が無償資金協力制度に沿って作成されていることの

確認、それらに基づく建造・調達監理計画の作成、契約図書で指定した図面、仕様、数量通りに建造

されているかどうかの検査、工程監理、施工監理、調達監理等の基本方針は次の通りである。 
 
① 図面、仕様書承認 

コンサルタントが、建造業者から提出される工事計画書、工程表、建造・製作図面、製作仕様書が

契約図面、仕様書に適合しているかを審査するに当たっては、速やかに、承認または修正指示を与え

る。また、建造業者からの質問についても、速やかに回答することにより、工程に影響を与えないよ

う配慮する。 
 
② 工程監理 

コンサルタントは、工事進捗状況を常に確認し、工期内に工事が完了するよう必要な指示を出す。 
 
③ 品質検査 

コンサルタントは、工事進捗にあわせて必要な期間、各種艤装、機材等の担当者を工場、造船所に

派遣し、施工の精度および機器、艤装工事等が契約図面、仕様書、承認図書等に適合しているか検査

する。また、機器および艤装工事についての承認された試験法案、建造業者社内検査基準に基づく立

会い検査を実施する。 

④ 引き渡し業務 

コンサルタントは、回航後、「マ」国マジュロ港で立ち会い検査を行い、現地引き渡しに必要な証

明書類を発行する。 
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⑤ 建造報告書 

コンサルタントは、毎月、工事の進捗状況、翌月の工事予定、工事写真等をまとめた報告書を「マ」

国政府と JICA に提出する。 
 

（2）建造・調達監理体制 

コンサルタントは、総括、船体設計、艤装設計，機装設計、電装設計、設備意匠及び機材計画の担

当者によるプロジェクト・チームを組織し、実施設計及び建造・調達監理を実施する。 
 

3.2.4.5. 品質管理計画 

船舶建造における素材及び搭載機器の品質管理及び関連機材の品質管理は、以下を基本として

実施する。 

品目 品質管理 

素
材 

構造鋼材 鋼板 1 枚毎、条材 1 本毎に、NK 船級協会規則の材料規格に基づいた

検査証書（mill sheet）付きのものを購入させる 

配管材及び弁 JIS 規格証書付きのものを購入する 

木材 造船所入荷時にコンサルタントが材料検査 

防火構造材料 居住区の防火構造に使用する防火隔壁材、内張材、防火防熱材、防火

扉等は、SOLAS 国際条約及び NK 船級協会規則に基づいたもので、

プロトタイプが既に試験され、認定されているものとする。 

搭
載
機
器
・
艤
装
品 

ディーゼル機関 NK 船級協会規則に基づいた詳細設計のもので、プロトタイプが既に

試験され NK 認定されており、NK 船級に認定されている品質管理工

場で製造される機関を採用する。 

工場で完成時には、工場の試験台で過負荷を含む分力試験を NK 規則

による時間、試運転する。 

機関室諸機器 NK 船級協会規則に基づいた詳細設計のもので、NK の認定工場で製

作し、NK 検査による証明書付きのものを採用する。 

消防・救命器具 SOLAS 国際条約に基づいた詳細設計のもので、HK（舶用品検定協

会：日本政府代行）の型式認定を受けたものを使用する。 

法定属具 HK（舶用品検定協会：日本政府代行）の型式認定を受けたものを使用

する。 

甲板艤装品 JIS に基づいた設計のものとし、コンサルタントが造船所での製造中

検査を行う。 

関
連 

機
材 

作業艇及び救助艇 日本小型船舶検査機構の基準に準じ、製造中検査及び完成検査を実施。 

フォークリフト メーカー仕様に基づき完成検査（作動試験を含む）。 

 

3.2.4.6. 資機材等調達計画 

船舶搭載の資機材及び関連機材は「マ」国では製造されていないため、一般に品質が良好、供給が

安定また価格が妥当である日本製品を使用する計画とした。 
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3.2.4.7. 保証技師・初期操作指導・運用指導等計画 

計画船が現地に引き渡された後の、最初の実航海を含み 0.5 ヶ月以上の期間、建造造船所の技

術者 2 名（甲板部及び機関部）を初期故障の対処のために派遣し、保証技師はまた、操船、操機

および保守管理の技術指導も行う。 

 

3.2.4.8. ソフトコンポーネント計画 

本事業に技術協力・ソフトコンポーネントは含まない。 

本事業では PMP（Preventive Maintenance Policy。予防的保守管理方針）を採用する計画で、このため

PMP に必要な交換部品を調達し、PMP 実施計画書を作成し、新造船の幹部船員に講習する。新造船の

幹部船員は従来船長及び機関長の 2 名で、新造船の装備・システムに慣熟させるため完工の約 1 ヶ月

前に日本に招聘しその間に PMP講習も行うものである。同幹部船員は新造船の日本から母港への回航

に更なる慣熟のため乗船する。新造船到着後、約 0.5 ヶ月間造船所の保証技師が初期故障対応のため

「マ」国に滞在するが、同保証技師は PMP 実践に際しての補助も行う計画とする。 

以上のごとく、PMP 実施は船舶建造の一部として実施するもので、ソフトコンポーネント扱いとは

しない。 

 

3.2.4.9. 実施工程 

（1）計画船建造・資材調達の工程における「マ」国側負担事項 

計画船建造契約及び資材調達契約以降の実施工程における「マ」国側負担事項は、無線局免許

状及び仮国籍証書の発行等の事務手続きのみである。「マ」国側の分担事項は、全て計画船が引き

渡された後、計画船を円滑に運航するための必要事項である。 

 

（2）詳細工程 

計画船の建造に当たり、造船所は、契約書及び付属する技術仕様書などに基づいて、自己の造

船施設と設備などの条件に基づき、船殼と各種艤装の生産設計を行う。造船所による生産設計後

の計画船の建造工程は、以下に示す船殻工事、艤装工事、機装工事、電装工事の順序で進められ

る。 

 

① 船殼工事 

 船体の構造物として必要な浮力を保ち、かつ波浪などの外力に充分に耐える強度を必要とする船

殼の工事で、一般に各ブロックの組立工事とこれらのブロックの船台上での組立工事から構成さ

れる。 

 

② 艤装工事 

船殼工事完了後に行われる。係船設備、操舵装置、居住区設備、衛生設備、救命設備、消防設備、

荷役設備等から構成される。 

③ 機装工事 

機関室内における主機関、発電機関・発電機、各種ホンプ等の取り付け艤装、またこれらの付帯

設備や配管工事などから構成される。 
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④ 電装工事 

以上の艤装工事や機装工事で据え付けられた各種艤装に電力を供給する、または制御するため、

盤工事や配線工事を行う。 

⑤ 回航 

造船所にて建造が完了し所定の試運転を経た後、各計画船は「マ」国政府に引き渡される。その

後の造船所から「マ」国マジュロ港までの回航は、造船契約事項として請負契約者が行う。回航

には、操船・操機の習熟のため「マ」国から建造中造船所に派遣されていた計画船の乗組員幹部

も同乗し、実航海で継続して習熟させるよう計画する。 

 

各計画船の建造工程は、以下と計画する。 

 契約から造船所完工まで 
回航準備・回航・現地検収

引渡し 

合計工程 

（契約から現地引渡しまで） 

貨客船 13.0 ヶ月 1.0 ヶ月 14.0 ヶ月 

LC 船 12.5 ヶ月 1.0 ヶ月 13.5 ヶ月 

 

本計画の実施工程表を次ページに示す。 
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実施工程表 
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3.3. 相手国側分担事業の概要 

各計画船の建造は、すべて日本で行われるため、船舶建造工事において「マ」国政府の

負担事項はない。 

また、計画船が利用する陸上付帯設備は現状設備のままでよいことから、これらにかか

る先方負担事項もない。 

従って、「マ」国分担事項は、議事録（2011 年 1 月 21 日署名）に記載された諸事務手続

き、船舶運航・保守管理、免税措置、手数料負担を含む銀行手続きに限られる。 

 

3.4. プロジェクトの運営・維持管理計画 

3.4.1. 船舶運航体制 

MISC は、2006 年 10 月に設立されて以降、「マ」国における貨客輸送サービスを担ってい

る。 

「マ」国政府は、これまでに民間との契約による離島貨客輸送を試みた経験があるが、

結果的に、再び政府運営へ戻し、MISC の設立に至っている。離島運航の民営化がうまくい

かなかった経験は、「マ」国政府にとってまだ新しいものであることから、計画船供与後に、

運営体制が再び民営化される可能性は限りなく低いと判断される。 

MISC の経営については、現在 3 隻の貨客船（AEMMAN 号、RIBUUK AE 号及び LANDRIK

号）を運航し、1983 年より据え置かれた料金設定により旅客・一般貨物の輸送を行ってい

るほか、離島住民への日用品販売、離島からのコプラ輸送により運航収入を得ている。し

かし、これらの運航収入だけでは赤字であり、支出の 50～60％を政府補助金によりまかな

っている。 

MISC の 4 隻の船舶を操船する 63 人の MISC 乗組員は、複雑地形の「マ」国環礁の航行

に熟練し安全運航を行っており、操船能力は十分と判断される。 

MISC は、63 人の乗組員と 8 人の陸上スタッフが、船上及びワークショップで MISC 船舶

の修繕・整備を行っている。船底工事はドックに委ねなければならないが、乗組員及び陸

上スタッフの技術力は PMP（Preventive Maintenance Policy：予防的保守管理体制）を実施す

るにも十分なものである。ドック工事の予算も政府に認められ、長く欠落していた船底工

事も行える見通しである。 

管理部門には 6 人スタッフが貨物・旅客予約、総務、経理業務を行っている。一般に業

務は電子化され、データ管理状態は良好である。 

以上の如く、MISC の運航、経営及び整備能力は計画船を運航させるに十分なものと判断

される。 
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3.4.2. 維持管理体制 

JELJELAT AE 号の沈没事故を契機に、「マ」国政府内において、船舶保守管理の重要性が

広く認識され、保守管理費を確保するための法案が採択された。この「マ」国の船舶維持

管理体制の構築を本プロジェクト側からも支援するべく、計画船では、予防的保守管理シ

ステム PMP（Preventive Maintenance Policy：定期的に、整備された予備品と交換・整備する

システム）の導入を計画する。PMP は、機器が故障していなくても、一定の期限、手順に

従って整備を行うもので、整備マニュアルを策定し、重要機器類については適切な予備品

を保有した上で、まず作動部品と予備品の交換を行い、取り出した部品は整備の上、予備

品として再配備し、一定期間経過後、故障がなくても再び作動部品と整備された予備品を

交換するというサイクルを繰り返す。この方式が適切に実施されれば、損傷してから交換

する方式に比較し、当初の予備部品の配備にコストがかかるが、衰耗などによる整備不良

故障がほとんどなくなり、部品の寿命が相当延長され予備品の新規購入が抑制される。PMP

整備マニュアルの作成及び指導は、コンサルタントが実施する。MISC ワークショップは、

PMP を実施するに充分な機能・能力を有していると判断される。 

 

3.4.3. MISC 既存船の将来 

1） AEMMAN 号（2005 年建造） 

早期に設備が整ったドックで船底検査・補修し、船級を再取得し、船級を維持する計画

であり、実行されれば更に約 20 年オーダーの運航が期待される。 

2） RIBUUK AE 号（1995 年建造） 

10 年以上ドックしていなかったため、船底の腐食・汚損が著しいとみられる。早期に設

備が整ったドックで船底検査し、広範囲に補修する必要がある。船級の取得は難しいと見

られることから、自主基準で維持管理する必要がある。ドックを含む維持管理がなされる

ならば、今後約 10 年オーダーの運航が期待される。 

3） LANDRIK 号（1985 年建造） 

計画貨客船の被代船であり、今後の取り扱いとしては、1）廃船とする、2）売却する又

は 3）保有し続けるといった選択肢がある。 

一般には船舶の保有には維持費が嵩み、収入が十分に得られない場合は保有し続けられ

ないが、MISC 船舶はいずれも船級に入らず、保険にも加入していないので船舶保有経費は

非常に低い。現地調査時点の MISC の意向は、船を整備して保有し続けることであった。 

LANDRIK 号は、MTC が 2000 年に中古船として取得して以降ドックしないため、船底の

腐食・汚損が著しい。したがって、設備が整ったドックで船底検査し、適切に補修したう

えで運航させる必要がある。MISC 及び MTC には、LANDRIK 号の運航を継続させる場合

は、安全上のリスクがあることから、適切に修理し、保守管理できない場合は、旅客輸送

への使用は控える旨、議事録にて確認した。 
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3.5. プロジェクトの概略事業費 

3.5.1. 運営・維持管理費 

（1） 計画船を含む将来収支予測 

 計画船 2 隻が就航する 2014 年度～2018 年度（5 ヶ年）の収支予測計算を行った結果を表 

3-3 に示す。 

 

表 3-3：計画船を含む MISC の将来収支予測 

FY2008 FY2009 FY2010 就航後、5年間 就航後、5年間

平均／年（ｹｰｽ１） 平均／年（ｹｰｽ１）

（千ドル未満切り上げ） （千ドル未満切り上げ）

収入合計 1,511,375 1,273,442 1,243,345 1,390,000 1,431,800
支出合計 2,693,539 2,869,375 2,382,841 3,078,819 3,078,819
収支 ▲ 1,182,164 ▲ 1,595,933 ▲ 1,139,496 ▲ 1,688,819 ▲ 1,647,019
政府補助金 1,008,149 1,091,846 969,150
船舶保守管理基金 0 0 0
総収支 ▲ 174,015 ▲ 504,087 ▲ 170,346 ▲ 1,688,819 ▲ 1,647,019

計画値（単位：米ドル）実績値（単位：米ドル）

 

 

 

 計画値の収入に示したケース１は、旅客、一般貨物の料金が現状で据え置きされる場合

を示した。また、ケース２は、旅客、一般貨物の料金がそれぞれ５％値上げされた場合を

示した。なお、各料金は 1983 年以降据え置き状態にあるが、MISC 社長は、将来的に利用

者への影響を考慮しながらも値上げをしていくべき、との提案を MTC に行っていることか

ら、ケース 2 の場合も算定した。 

旅客、一般貨物料収入以外の他費目については、既存船の収入と同等の収入があるとし

て算定した。 

 計画値の政府補助金としては、今までの実行金額に加え、船舶保守管理基金が追加予定

である。 

 なお、計画値の支出が過去実績よりも増額しているのは、船舶メンテナンス費用として、

今まで計上されていなかったドック費用（燃油等含む）、ライフラフトのメンテナンス費用

などを含めたためである。 

 

①収入予測 

 計画船を含めた収入予測を次に示す。計画値は、過去 3 ヶ年の実績平均値をもとに計上

した。なお、前述のとおり、旅客乗船料、一般貨物運送料は、ケース別（ケース１：現状

据え置き、ケース２：現状から５％値上げ）に計上し、その他の収入については、既存船

の過去 3 ヶ年の実績平均値と同等の収入があるとして計上した。 
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表 3-4：計画船を含めた収入予測 

費目

内訳 FY2008 FY2009 FY2010 FY2008-2010 内訳 就航後、5年間 就航後、5年間

3カ年平均 平均／年（ｹｰｽ１） 平均／年（ｹｰｽ１）

（千ドル未満切り上げ） （千ドル未満切り上げ）

小売販売料 Aemman 14,479 21,247 61,498 32,408 Aemman 33,000 33,000
Ribuuk Ae 9,136 133,832 153,247 98,739 Ribuuk Ae 99,000 99,000
Landrik 9,461 95,038 148,684 84,394 New Aemman type 33,000 33,000
Jeljelat Ae 1,026 8,598 11,181 6,935 New Landing Craft 7,000 7,000
雑収入 34,657 17,633 16,186 22,825 雑収入 23,000 23,000

小売販売料小計 68,759 276,347 390,795 245,300 195,000 195,000
一般貨物運送料 Aemman 123,839 68,516 65,885 86,080 Aemman 87,000 91,350

Ribuuk Ae 78,746 42,033 48,721 56,500 Ribuuk Ae 57,000 59,850
Landrik 98,643 68,864 70,166 79,224 New Aemman type 87,000 91,350
Jeljelat Ae 12,399 16,168 14,085 14,217 New Landing Craft 15,000 15,750
雑収入 45,758 27,183 7,789 26,910 雑収入 27,000 28,350

貨物運送料小計 359,386 222,764 206,644 262,931 273,000 286,650
コプラ運送料 Aemman 121,272 107,859 102,080 110,404 Aemman 111,000 111,000

Ribuuk Ae 72,704 64,412 58,770 65,296 Ribuuk Ae 71,000 71,000
Landrik 87,591 94,232 67,854 83,226 New Aemman type 111,000 111,000
Jeljelat Ae 0 14,846 17,898 10,915 New Landing Craft 16,000 16,000
雑収入 -22,815 0 0 0 雑収入 0 0

コプラ運送料小計 258,752 281,350 246,602 269,840 309,000 309,000
コプラ販売料（加工会社への販売） Aemman 0 0 13,126 13,126 Aemman 14,000 14,000

Ribuuk Ae 0 26,357 23,953 25,155 Ribuuk Ae 26,000 26,000
Landrik 0 26,573 25,225 25,899 New Aemman type 14,000 14,000
Jeljelat Ae 0 6,659 6,132 6,396 New Landing Craft 7,000 7,000
雑収入 0 0 0 0 雑収入 0 0

コプラ販売料小計 0 59,589 68,436 70,575 61,000 61,000
チャーター料 Aemman 45,437 10,500 4,500 20,146 Aemman 21,000 21,000

Ribuuk Ae 45,296 14,015 19,502 26,271 Ribuuk Ae 27,000 27,000
Landrik 23,986 0 0 7,995 New Aemman type 21,000 21,000
Jeljelat Ae 507,836 314,340 253,394 358,523 New Landing Craft 359,000 359,000
雑収入 104,103 24,571 0 64,337 雑収入 65,000 65,000

チャーター料小計 726,658 363,427 277,396 477,273 493,000 493,000
旅客乗船料 Aemman 34,935 27,433 27,015 29,794 Aemman 30,000 31,500

Ribuuk Ae 22,549 15,334 10,259 16,047 Ribuuk Ae 17,000 17,850
Landrik 34,037 22,006 11,000 22,348 New Aemman type 30,000 31,500
Jeljelat Ae 4,337 5,105 5,193 4,878 New Landing Craft 5,000 5,250
雑収入 1,962 87 4 684 雑収入 1,000 1,050

旅客乗船料収入 97,819 69,965 53,471 73,752 83,000 87,150
収入合計 Aemman 339,961 235,556 274,103 291,957 Aemman 292,000 301,850

Ribuuk Ae 228,432 295,983 314,453 288,008 Ribuuk Ae 289,000 300,700
Landrik 253,719 306,713 322,929 303,086 New Aemman type 292,000 301,850
Jeljelat Ae 525,598 365,716 307,882 401,864 New Landing Craft 402,000 410,000
雑収入 163,665 69,474 23,979 114,756 雑収入 115,000 117,400

総合計 1,511,375 1,273,442 1,243,345 1,399,672 1,390,000 1,431,800

ケース１：旅客、一般貨物の料金は現状で据え置き。

ケース２：旅客、一般貨物の料金を５％値上げ。

実績値（単位：US$） 計画値（単位：US$）

旅客、一般貨物料以外は、既存船の収入と同等の収入があると
する。

 

 

②支出予測 

 計画船を含めた支出予測を表 3-5 に示す。計画値は、過去 3 ヶ年の実績平均値をもとに

勘案し、計上した。既存船と異なる点は、船舶メンテナンス費用として、今まで計上され

ていなかったドック費用（燃油等含む）、ライフラフトのメンテナンス費用、船級取得費用

等を含めた点である。この数値は、メンテナンス基金設立のための参考値として、調査団

から MTC に提出した船舶メンテナンス費用の見積と同額としている（表 3-6）。 

この他、船では、AEMMAN 号と同等の主機関を採用するが、船型の改善や効率の良いプ

ロペラの設計等により、燃費向上を計画している。新船（新貨客船及び新 LC 船）の燃料費

は、既存船（AEMMAN 号と JELJELAT AE 号）との相対的な燃料消費シミュレーション結

果（表 3-7）が相対的に約 90%の燃料消費量であることから、既存船の実績値（2008 年～

2010 年の平均値）の 90%とした。新旧船とも、全く同じ運航パターンとしたシミュレーシ

ョンで、将来の燃料油価格変動については考慮していない。 
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表 3-5：計画船を含めた支出予測 
費目 内訳 FY2008 FY2009 FY2010 FY2008-2010 内訳 就航後、5年間

3カ年平均 平均／年
（千ドル未満切り上げ）

給与 Aemman 270,373 246,708 218,886 245,322 Aemman 246,000
Ribuuk Ae 201,949 209,847 160,957 190,918 Ribuuk Ae 191,000
Landrik 231,720 236,348 246,267 238,112 New Aemman type 246,000
Jeljelat Ae 183,649 202,707 196,783 194,380 New Landing Craft 195,000
4隻共用経費 46,377 36,947 22,077 35,133 4隻共用経費 36,000
一般管理費 251,928 299,566 205,273 252,255 一般管理費 253,000

給与小計 1,185,996 1,232,122 1,050,242 1,156,120 1,167,000
燃料費 Aemman 171,991 48,316 75,832 98,713 Aemman 97,000

Ribuuk Ae 108,234 43,025 50,248 67,169 Ribuuk Ae 68,000
Landrik 64,677 77,715 18,394 53,595 New Aemman type 87,000
Jeljelat Ae 287,861 154,553 107,692 183,369 New Landing Craft 184,000
4隻共用経費 214,072 96,064 114,560 141,565 4隻共用経費 142,000
一般管理費 -56,365 14,750 4,621 9,686 一般管理費 10,000

燃料費小計 790,469 434,422 371,347 554,096 588,000
食料・飲料費 Aemman 39,789 24,257 26,689 30,245 Aemman 31,000

Ribuuk Ae 37,982 30,456 31,561 33,333 Ribuuk Ae 34,000
Landrik 34,486 26,667 36,583 32,578 New Aemman type 31,000
Jeljelat Ae 36,861 25,335 19,809 27,335 New Landing Craft 28,000
4隻共用経費 40,662 48,790 22,768 37,407 4隻共用経費 38,000
一般管理費 8,651 17,579 2,041 9,424 一般管理費 10,000

食料・飲料費小計 198,432 173,083 139,451 170,322 172,000
小売用品購入費 Aemman 0 0 0 0 Aemman 0

Ribuuk Ae 0 0 0 0 Ribuuk Ae 0
Landrik 0 0 0 0 New Aemman type 0
Jeljelat Ae 0 0 0 0 New Landing Craft 0
4隻共用経費 0 0 0 0 4隻共用経費 0
一般管理費 0 218,989 238,818 228,903 一般管理費 229,000

小売用品購入費小計 0 218,989 238,818 228,903 229,000
離島からのコプラ買い取り費用 Aemman 0 0 693 693 Aemman 46,000

Ribuuk Ae 0 60,844 9,621 35,233 Ribuuk Ae 46,000
Landrik 0 133,581 151,939 285,520 New Aemman type 46,000
Jeljelat Ae 0 6,212 4,702 5,457 New Landing Craft 46,000
4隻共用経費 0 0 0 0 4隻共用経費 0
一般管理費 0 0 343 0 一般管理費 0

離島からのコプラ買い取り費小計 0 200,637 167,298 183,968 184,000
船舶メンテナンス費 Aemman 6,745 30,514 18,130 18,463 Aemman 125,980

Ribuuk Ae 17,723 22,535 10,979 17,079 Ribuuk Ae 93,399
Landrik 6,895 36,496 12,457 18,616 New Aemman type 74,780
Jeljelat Ae 26,475 59,343 32,287 39,368 New Landing Craft 84,660
4隻共用経費 177,512 140,298 85,663 134,491 4隻共用経費 20,000
一般管理費 60,852 27,449 24,890 37,731 一般管理費 38,000

船舶メンテナンス費小計 296,202 316,634 184,405 265,747 436,819
機材費 Aemman 0 0 0 0 Aemman 0

Ribuuk Ae 0 0 1,807 1,807 Ribuuk Ae 0
Landrik 0 0 0 0 New Aemman type 0
Jeljelat Ae 0 0 0 0 New Landing Craft 0
4隻共用経費 0 0 14,624 14,624 4隻共用経費 17,000
一般管理費 0 0 0 0 一般管理費 0

機材費小計 0 0 16,431 16,431 17,000
消耗品費 Aemman 0 0 3,137 3,137 Aemman 4,000

Ribuuk Ae 0 0 5,755 5,755 Ribuuk Ae 6,000
Landrik 0 958 664 811 New Aemman type 4,000
Jeljelat Ae 0 1,826 16,618 9,222 New Landing Craft 10,000
4隻共用経費 0 63,991 38,933 51,462 4隻共用経費 52,000
一般管理費 1,183 0 9,436 5,309 一般管理費 6,000

消耗品費小計 1,183 66,775 74,542 75,695 82,000
積み卸し人足費 Aemman 0 0 0 0 Aemman 3,000

Ribuuk Ae 0 3,293 4,251 3,772 Ribuuk Ae 3,000
Landrik 75 1,959 5,161 2,398 New Aemman type 3,000
Jeljelat Ae 0 982 634 808 New Landing Craft 3,000
4隻共用経費 0 1,993 0 1,993 4隻共用経費 0
一般管理費 0 1,206 0 1,206 一般管理費 0

積み卸し人足費小計 75 9,433 10,046 10,177 12,000
その他 Aemman 360 1,205 2,369 1,311 Aemman 2,000

Ribuuk Ae 1,619 1,656 2,610 1,962 Ribuuk Ae 2,000
Landrik 3,566 4,465 716 2,916 New Aemman type 2,000
Jeljelat Ae 741 16,989 2,594 6,775 New Landing Craft 7,000
4隻共用経費 76,324 14,259 8,688 33,090 4隻共用経費 34,000
一般管理費 138,573 178,705 113,283 143,520 一般管理費 144,000

その他小計 221,182 217,280 130,261 189,574 191,000
支出合計 Aemman 489,257 351,000 345,735 397,883 Aemman 554,980

Ribuuk Ae 367,507 371,656 277,788 357,027 Ribuuk Ae 443,399
Landrik 341,419 518,188 472,181 634,546 New Aemman type 493,780
Jeljelat Ae 535,587 467,946 381,119 466,713 New Landing Craft 557,660
4隻共用経費 554,947 402,341 307,313 449,765 4隻共用経費 339,000
一般管理費 404,822 758,245 598,705 688,034 一般管理費 690,000

総支出合計 2,693,539 2,869,375 2,382,841 2,993,969 3,078,819
MISC従業員数、各船の乗務員数は変わらないとする。
新船2隻の支出は、燃料費、船舶メンテナンス費用以外は、既存船と変わらないとする。

※実績値＝部品費、修理費、ペイント代等
※計画値＝ドック費用、船級取得・更新費用、部品費、ペイント代等含む

実績値（単位：US$） 計画値（単位：US$）

新船2隻の燃料費:新船（New Aenmman及びNew Landing Craft）の燃料費は、既存船（AemmanとJaljelat Ae）との相対的な燃料消費シミュレー
ション結果が相対的に約90%の燃料消費量であることから、既存船の実績値（2008年～2010年の平均値）の90%とした。新旧船とも,全く同じ運航
パターンとしたシミュレーションで、将来の燃料油価格変動については考慮していない。
船舶メンテナンス費：計画値は、就航後5年間にかかる各船の総額の5カ年平均値を計上。
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表 3-6：船舶メンテナンス費用 内訳 
FY 2011 2012 2013 就航年 就航年+1 就航年+2 就航年+3 就航年+4 就航年+5 就航後、5年平均

MV Aemman 0
Slipping 62,850 62,850 62,850 62,850 25,140
Tailshaft withdrawal 4,200 0
Main and aux diesel overhaul 25,000 0
FO cost to Kosrae slipping 0
FO cost to Suva slipping 44,700 44,700 44,700 44,700 17,880
Classification 0

Re-classification 33,600 0
Annual survey 12,600 12,600 12,600 12,600 12,600 12,600 12,600 10,080
Spcial survey 14,400 2,880

Paint, spares, tools 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000
Paint purchase 0
Spare parts purchase 0
Sum 240,350 82,600 190,150 82,600 82,600 191,950 82,600 190,150 82,600 125,980

MV Landrik
Slipping 62,850 62,850 62,850 25,140
Bottom shell change, etc. 70,000 0
FO cost to Kosrae slipping 0
FO cost to Suva slipping 44,700 44,700 44,700 17,880
Paint, spares, tools 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000
Sum 247,550 70,000 70,000 177,550 70,000 70,000 177,550 70,000 70,000 113,020

0
MV Rebuuk Ae

Slipping 47,138 47,138 47,138 18,855
Bottom shell change, etc. 70,000 0
FO cost to Kosrae slipping 11,360 11,360 4,544
FO cost to Suva slipping 35,760 0
Paint, spares, tools 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000
Sum 222,898 70,000 70,000 128,498 70,000 70,000 128,498 70,000 70,000 93,399

0
New Aemman type

Slipping 62,850 62,850 25,140
FO cost to Kosrae slipping 0
FO cost to Suva slipping 31,700 31,700 12,680
Classification 0

Re-classification 0
Annual survey 12,600 12,600 12,600 12,600 12,600 10,080
Special survey 14,400 2,880

Paint, spares, tools 20,000 22,000 24,000 26,000 28,000 30,000 24,000
Sum 32,600 129,150 36,600 38,600 136,950 42,600 74,780

0
New Landing craft

Slipping 62,850 62,850 25,140
FO cost to Kosrae slipping 0
FO cost to Suva slipping 56,400 56,400 22,560
Classification 0

Re-classification 0
Annual survey 12,600 12,600 12,600 12,600 12,600 10,080
Special survey 14,400 2,880

Paint, spares, tools 20,000 22,000 24,000 26,000 28,000 30,000 24,000
Sum 32,600 153,850 36,600 38,600 161,650 42,600 84,660

0
Common item

Liferaft maintenance 12,100 12,100 12,100 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
Sum 12,100 12,100 12,100 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

0
Grand total 723,000 235,000 342,000 474,000 526,000 425,000 486,000 649,000 328,000 512,000  
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表 3-7：燃料消費シミュレーション結果 

貨客船 燃料消費計算 LC船 燃料消費計算

通常貨客運航 通常貨客運航
単位 Aemman 新貨客船 単位 Jeljelat Ae 新LC船

主機関定格出力 Pme kW 440 440 主機関定格出力 Pme kW 936 880
主機関燃料消費率 Sfme g/kW/h 205 200 主機関燃料消費率 Sfme g/kW/h 205 200
発電機関定格出力 Pｇe kW 85 85 発電機関定格出力 Pｇe kW 85 85
発電機関燃料消費率 Sfge g/kW/h 220 215 発電機関燃料消費率 Sfge g/kW/h 220 215

北部ルート 北部ルート
航海 単位 Aemman 新貨客船 航海 単位 Jeljelat Ae 新LC船

航海日数 D 日 4.4 4.4 航海日数 D 日 3 3
主機関負荷率 Rme ％ 65 55 主機関負荷率 Rme ％ 55 50
主機関燃料消費量 FOCme t 6.19 5.11 主機関燃料消費量 FOCme t 7.6 6.34
発電機関負荷率 Rge % 65 65 発電機関負荷率 Rge % 65 65
発電機関燃料消費量 FOCge t 1.28 1.25 発電機関燃料消費量 FOCge t 0.88 0.86
航海用燃料消費量 t 7.47 6.36 航海用燃料消費量 t 8.48 7.2

荷役作業日 荷役作業日
日数 D 日 10 10 日数 D 日 2 2
発電機関負荷率 Rge % 50 50 発電機関負荷率 Rge % 45 45
発電機関燃料消費量 FOCge t 2.24 2.19 発電機関燃料消費量 FOCge t 0.4 0.39

合計燃料消費量 t 9.71 8.55 合計燃料消費量 t 8.88 7.59

東部ルート 東部ルート
航海 単位 Aemman 新貨客船 航海 単位 Jeljelat Ae 新LC船

航海日数 D 日 0.7 0.7 航海日数 D 日 0.7 0.7
主機関負荷率 Rme ％ 65 55 主機関負荷率 Rme ％ 55 50
主機関燃料消費量 FOCme t 0.98 0.81 主機関燃料消費量 FOCme t 1.77 1.48
発電機関負荷率 Rge % 65 65 発電機関負荷率 Rge % 65 65
発電機関燃料消費量 FOCge t 0.2 0.2 発電機関燃料消費量 FOCge t 0.2 0.2
航海用燃料消費量 t 1.18 1.01 航海用燃料消費量 t 1.97 1.68

荷役作業日 荷役作業日
日数 D 日 8 8 日数 D 日 2 2
発電機関負荷率 Rge % 50 50 発電機関負荷率 Rge % 45 45
発電機関燃料消費量 FOCge t 1.8 1.75 発電機関燃料消費量 FOCge t 0.4 0.39

合計燃料消費量 t 2.98 2.76 合計燃料消費量 t 2.37 2.07

中部・西部ルート 中部・西部ルート
航海 単位 Aemman 新貨客船 航海 単位 Jeljelat Ae 新LC船

航海日数 D 日 4.6 4.6 航海日数 D 日 3.2 3.2
主機関負荷率 Rme ％ 65 55 主機関負荷率 Rme ％ 55 50
主機関燃料消費量 FOCme t 6.47 5.34 主機関燃料消費量 FOCme t 8.11 6.76
発電機関負荷率 Rge % 65 65 発電機関負荷率 Rge % 65 65
発電機関燃料消費量 FOCge t 1.34 1.31 発電機関燃料消費量 FOCge t 0.93 0.91
航海用燃料消費量 t 7.81 6.65 航海用燃料消費量 t 9.04 7.67

荷役作業日 荷役作業日
日数 D 日 10 10 日数 D 日 2 2
発電機関負荷率 Rge % 50 50 発電機関負荷率 Rge % 45 45
発電機関燃料消費量 FOCge t 2.24 2.19 発電機関燃料消費量 FOCge t 0.4 0.39

合計燃料消費量 t 10.05 8.84 合計燃料消費量 t 9.44 8.06

南部ルート 南部ルート
航海 単位 Aemman 新貨客船 航海 単位 Jeljelat Ae 新LC船

航海日数 D 日 2.9 2.9 航海日数 D 日 2 2
主機関負荷率 Rme ％ 65 64 主機関負荷率 Rme ％ 55 50
主機関燃料消費量 FOCme t 4.08 3.92 主機関燃料消費量 FOCme t 5.07 4.22
発電機関負荷率 Rge % 65 65 発電機関負荷率 Rge % 65 65
発電機関燃料消費量 FOCge t 0.85 0.83 発電機関燃料消費量 FOCge t 0.58 0.57
航海用燃料消費量 t 4.93 4.75 航海用燃料消費量 t 5.65 4.79

荷役作業日 荷役作業日
日数 D 日 4 4 日数 D 日 2 2
発電機関負荷率 Rge % 50 50 発電機関負荷率 Rge % 45 45
発電機関燃料消費量 FOCge t 0.9 0.88 発電機関燃料消費量 FOCge t 0.4 0.39

合計燃料消費量 t 5.83 5.63 合計燃料消費量 t 6.05 5.18

通常貨客運航の燃料消費量 通常貨客運航の燃料消費量
単位 Aemman 新貨客船 単位 Jeljelat Ae 新LC船

北部ルート t 9.71 8.55 北部ルート t 8.88 7.59
東部ルート t 2.98 2.76 東部ルート t 2.37 2.07
中部・西部ルート t 10.05 8.84 中部・西部ルート t 9.44 8.06
南部ルート t 5.83 5.63 南部ルート t 6.05 5.18
平均燃料消費量/航海 t 7.1 6.4 平均燃料消費量/航海 t 6.7 5.7
年間航海数 *1 回 11.7 11.7 年間航海数 *3 回 3.67 3.67
通常貨客運航年間総燃料消費量 t 83.1 74.9 通常貨客運航年間総燃料消費量 t 24.6 20.9

チャーター運航 チャーター運航
航海 単位 Aemman 新貨客船 航海 単位 Jeljelat Ae 新LC船

航海日数 D 日 2.5 2.5 航海日数 D 日 2 2
主機関負荷率 Rme ％ 65 55 主機関負荷率 Rme ％ 55 50
主機関燃料消費量 FOCme t 3.52 2.9 主機関燃料消費量 FOCme t 5.07 4.22
発電機関負荷率 Rge % 65 65 発電機関負荷率 Rge % 65 65
発電機関燃料消費量 FOCge t 0.73 0.71 発電機関燃料消費量 FOCge t 0.58 0.57
航海用燃料消費量 t 4.25 3.61 航海用燃料消費量 t 5.65 4.79

荷役作業日 荷役作業日
日数 D 日 2.5 2.5 日数 D 日 1.5 1.5
発電機関負荷率 Rge % 50 50 発電機関負荷率 Rge % 45 45
発電機関燃料消費量 FOCge t 0.56 0.55 発電機関燃料消費量 FOCge t 0.3 0.3

合計燃料消費量 t 4.81 4.16 合計燃料消費量 t 5.95 5.09
年間航海数 *2 回 3.3 3.3 年間航海数 *4 回 32.7 32.7
チャーター運航年間総燃料消費量 t 15.9 13.7 チャーター運航年間総燃料消費量 t 194.6 166.4

年間総燃料消費量 年間総燃料消費量
単位 Aemman 新貨客船 単位 Jeljelat Ae 新LC船

通常貨客運航 t 83.1 74.9 通常貨客運航 t 24.6 20.9
チャーター運航 t 15.9 13.7 チャーター運航 t 194.6 166.4
合計 t 99 88.6 合計 t 219.2 187.3

*1 Aemmanの2008～2010の通常運航の年間平均航海数 *3 Jeljelat Aeの2008～2010の通常運航の年間平均航海数
*2 Aemmanの2008～2010のチャーター運航の年間平均航海数 *4 Jellelat Aeの2008～2010のチャーター運航の年間平均航海数

81024  DSfmeRmePmeFOCme h

81024  DSfgeRgePgeFOCge h

81024  DSfmeRmePmeFOCme h

81024  DSfgeRgePgeFOCge h
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3.6. 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

 各計画船の工期は、建造から引渡しまでに貨客船が 14.0 ヶ月、LC 船が 13.5 ヶ月を要す

る。交換公文の有効期限内に完了するよう、仮国籍証書の発給や通関手続きなど、「マ」国

側による迅速な対応が必要である。 
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第4章 プロジェクトの評価 

4.1. 事業実施のための前提条件およびプロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入

（負担）事項 

 

・無線局認可状、仮国籍証書の発行等の事務手続きを行う。 

・計画船にかかる免税手続きを行う。 

・銀行支払いにかかる各種手数料を負担する。 

・MISC 既存船及び計画船 2 隻の運航、保守管理に対し、必要な予算配分を行う。 

・政府（MISC 等の公的機関を含む）が公共海上輸送を担当し、その体制が引き続き維持さ

れる。 

 

4.2. プロジェクトの評価 

4.2.1. 妥当性 

 我が国の無償資金協力による協力対象事業として、本プロジェクトの妥当性を検討した

結果は、以下のとおりである。 

 

（1）現在の「マ」国の島嶼間輸送体制は、老朽化した貨客船の稼働率低下及び嵩高・重量

貨物輸送を担っていた LC 船の沈没により、その運航体制の維持すら危うい状態にあり、海

上輸送がライフラインである「マ」国国民の生活に支障をきたしている。このような背景

のもと、本プロジェクトは、「マ」国国民のライフラインである島嶼間貨客輸送体制を、安

全で、安定的な状態に回復・維持することを目的としており、裨益対象は、全「マ」国国

民全体（54,310 人：2010 年）に及ぶ。 

 

（2）長期的には、「マ」国の戦略的開発計画である「VISION2018（2003～2018）」に掲げら

れている「離島振興」に資するプロジェクトである。 

 

（3）「マ」国の島嶼間貨客輸送の料金体系は、「マ」国国民の所得レベルに鑑みて低位に設

定されている。「マ」国政府は、その運航経費に対する補助金に加え、就航船泊の安全性を

確保するための船舶保守管理基金を交付するための法律を 2011 年に制定した。本プロジェ

クトでは、計画船の導入とともに、PMP システムを導入し、MISC の修理費用を削減し、か

つ、計画船舶を長期間、適切に稼動できるようサポートする。 
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（4）計画船は、いずれも被代替船及び既存船舶の不具合点を改善し、安全性、快適性、環

境に対する配慮、燃費効率の向上等により経費節減等を実現する設計及び建造を実施する

ことから、既存船よりも、安全面、経済面、環境面のいずれにおいても、改良されると期

待できる。 

 

以上の内容により、本案件の妥当性は高いと判断される。 

 

4.2.2. 有効性 

①定量的効果 

 本プロジェクトによる定量的効果を図る指標は、次のとおりである。 

 現状の運航状態からの回復状況を確認するため、基準年は 2010 年とし、計画貨客船は

AEMMAN 号、計画 LC 船は JELJELAT AE 号の実績を基準値とする。また、「MISC 船舶全

体による年間コプラ輸送量」については、既存船 4 隻（AEMMAN 号、RIBUUK AE 号、

LANDRIK 号及び JELJELAT AE 号）の 2010 年の実績を採用する。 

各指標の目標値は 2009 年の実績を選定する。2008 年は、いずれの MISC 船舶も繁忙年で

あり、稼働日数は過去 3 年の中で最多であったが、一方で船員の休暇日数も減少していた。

安全な運航継続するためには船員の休養日数の確保は不可欠であることから、2008 年は目

標値とはしない。 

 

No 指標名 基準値 

（2010 年） 

目標値（2016 年） 

（事業完成 3 年後が目処） 

1 計画貨客船の年間運航日数 

※チャーター日数、貨客輸

送にかかる準備・荷下ろし

日数は含まない。 

166 日／年 184 日／年 

2 計画 LC 船の年間チャータ

ー回数 

23 回／年 26 回／年 

3 MISC 船舶全体による年間

コプラ輸送量 

3,969 トン／年 4,600 トン／年 

4 燃料消費量削減 AEMMAN 号 99.0 t/年 

JELJELAT AE 号 219.2 t/年 

一般航海平均等の比較で約

10％減 

 

 既存船の能力低下により低下していた貨客船の輸送能力、及び沈没して失われていた LC

船機能・能力は、貨客船及び LC 船の整備により回復し「マ」国の海上輸送ライフラインが

正常な状態となる。 



 

4 - 3 

表内 4 燃料消費量削減については、航海回数の増減、燃料単価の変動などにより年間の

燃料費では効果測定は適当でないため、一般航海の平均消費量などにより効果を測定する。 

 

②定性的効果 

 本プロジェクトによる定性的効果は、次のとおりである。 

 

・乗船中の安全性、快適性が向上する。 

・年間運航日数の増加により、都市部と離島部を往来する「マ」国国民の利便性が向上す

る。 

・年間運航日数の増加により、コプラ輸送量が増加し、離島住民の現金収入の増加、「マ」

国全体のコプラ生産量の増加に寄与する。 

・輸送体制の回復により、生活物資が定期的に輸送されることによりライフラインが安定

し、離島住民の生活への不安が減少する。 

 

以上の内容により、本案件では、有効性が見込まれると判断される。 
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 船体・機関設計 丸山 明男 水産エンジニアリング㈱ 

 艤装・電気設計 竹下 耕司 シップデザイン K.T. 

 運営・維持管理計画 赤井 由香 水産エンジニアリング㈱ 

 機材・調達計画／積算 山田 昭男 水産エンジニアリング㈱ 

 

1.2 概要説明時 

 

担当業務 氏名および所属 

 

 総括 芦野 誠 独立行政法人国際協力機構 
経済基盤開発部 参事役 

 業務主任／海上交通計画 渡辺 豊徳 水産エンジニアリング㈱ 

 船体・機関設計 丸山 明男 水産エンジニアリング㈱ 
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2. 調査行程 

2.1 本格調査時 

総括 計画管理
業務主任／

海上交通計画
船体・機関設計 艤装・電気設計 運営・維持管理計画

機材・調達計画
／積算

三宅　光一 横井　博行 渡辺　豊徳 丸山　明男 竹下　耕司 赤井　由香 山田　昭男

JICA JICA ① ② ③ ④ ⑤

1 1月9日 日

2 1月10日 月

3 1月11日 火

4 1月12日 水

5 1月13日 木

6 1月14日 金

7 1月15日 土

8 1月16日 日

9 1月17日 月

① ② ③ ④ ⑤

10 1月18日 火
総括、計画管理に

同行
船体調査 船体調査 運営収支調査

総括、計画管理に
同行

11 1月19日 水
総括、計画管理に

同行
船体調査 船体調査

運営収支調査
コプラ製油工場同行

総括、計画管理に
同行

12 1月20日 木

総括、計画管理に
同行

船底撮影監理

Aemman積込み調査
船体調査

船底撮影（3隻）

Aemman積込み調査
船体調査

船底撮影（3隻）

運営、運航ﾃﾞｰﾀ調査
PII同行

総括、計画管理
に同行

船底撮影（3隻）

13 1月21日 金
総括、計画管理に

同行
船体調査 船体調査

運営、運航ﾃﾞｰﾀ調査
大使館へ同行

船体調査

14 1月22日 土
Aemman号　旅客・
貨物、積込み調査

資料整理

Aemman旅客乗船、積
込み調査

Aemman乗船調査
（15:30出港）

Aemman号　旅客・
貨物、積込み調査

資料整理

Aemman号　旅客・
貨物、積込み調査

資料整理

Aemman旅客乗船、積
込み調査

Aemman乗船調査
（15:30出港）

15 1月23日 日 グアム発→ 成田着 グアム発→ヤンゴン着 資料整理 Aemman乗船調査 資料整理 資料整理 Aemman乗船調査

① ② ③ ④ ⑤

16 1月24日 月 維持管理調査 Aemman号乗船調査 船体設計関連調査
運営収支、

運航ﾃﾞｰﾀ調査
Aemman号乗船調査

17 1月25日 火 維持管理調査
Airok→マジュロ
（ｴｱﾏｰｼｬﾙ）

船体設計関連調査 上記継続調査
Airok→マジュロ

（ｴｱﾏｰｼｬﾙ）

18 1月26日 水 規模・艤装　協議 規模・艤装　協議 規模・艤装　協議 上記継続調査 機材　協議

規模・艤装　協議 規模・艤装　協議 規模・艤装　協議 上記継続調査 機材　協議

19 1月27日 木 →成田着 規模・艤装　協議 規模・艤装　協議 規模・艤装　協議 上記継続調査 機材　協議

20 1月28日 金
規模・艤装　協議
Ribuuk Ae貨物積み

込み調査

規模・艤装　協議
Ribuuk Ae貨物積み

込み調査

規模・艤装　協議
Ribuuk Ae貨物積み

込み調査

上記継続調査
Ribuuk Ae貨物積み

込み調査

規模・艤装　協議
Ribuuk Ae貨物積み

込み調査

21 1月29日 土 資料整理
マジュロ→コスラエ
船舶修理施設調査

資料整理 資料整理
マジュロ→コスラエ
船舶修理施設調査

22 1月30日 日

23 1月31日 月 船体関連補足調査
船舶修理施設調査
コスラエ→マジュロ

艤装補足調査 コプラ輸送調査
船舶修理施設調査
コスラエ→マジュロ

24 2月1日 火 補足調査 船体・機関補足調査 艤装補足調査 民業船舶運航調査 機材補足調査

25 2月2日 水 補足調査 船体・機関補足調査 艤装補足調査 補足調査 機材補足調査

26 2月3日 木

JICA、
日本大使館報告

Aemman号帰港時
旅客・貨物調査

Aemman号帰港時
旅客・貨物調査

JICA、
日本大使館報告

Aemman号帰港時
旅客・貨物調査

27 2月4日 金

28 2月5日 土

29 2月6日 日

マーシャル諸島船舶公社　協議
既存船視察、浮ドック視察、

コプラ製油工場視察

運輸通信省　協議
既存船視察、港湾局表敬、PII訪問

外務省表敬・協議、日本大使館報告
議事録署名

JICA

Aemman号, Landrik号, Ribuuk Ae号　船底状況調査(潜水）

資料整理、団内協議

船体調査、運営・維持管理に関する調査
総括、計画管理へ概要報告、打合せ

グアム発→マジュロ着
コンサル報告、打合せ

成田発→グアム着

日本大使館表敬、官房長官室表敬
運輸通信省・マーシャル諸島船舶公社　協議

成田発→グアム着

グアム発→マジュロ着

JICA打合せ、日本大使館表敬、運輸通信省、マーシャル諸島船舶公社表敬
インセプションレポート説明

②、③　Aemman号, Landrik号 船体調査
①、④、⑤　船舶公社　運営、運航航路、運航実績調査

浮ドック視察、Landrik号 船体調査（継続）、社会経済統計、自然条件（風等）資料収集

Ribuuk Ae号船体調査、運営・維持管理調査

グアム発→成田着

Aemman号のコプラ荷下ろし調査（デラップ岸壁）
運輸通信省、船舶公社へ報告

マジュロ発→グアム着

マジュロ発→グアム着

船舶公社と最終協議

資料整理
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2.2 概要説明時 

 

総括
業務主任／

海上交通計画
船体・機関設計

芦野　誠 渡辺　豊徳 丸山　明男

9月2日 金 1

9月3日 土 2

1 9月4日 日 成田→グアム 3

2 9月5日 月 グアム→マジュロ 4

3 9月6日 火 5

4 9月7日 水 6

5 9月8日 木 7

6 9月9日 金 8

7 9月10日 土 マジュロ→グアム→成田 9

9月11日 日 10

9月12日 月 11

MISC打合せ

マジュロ→グアム→成田

MISC打合せ

MISC協議

議事録署名、大使館報告

JICA、運輸通信省及びMISC打合せ

大使館、官房長官、運輸通信省及びMISC協議

運輸通信省、MISC及び外務省協議

成田→グアム

グアム→マジュロ

MISC打合せ
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3. 関係者（面談者）リスト 

 

氏名 所属先 

Mr. Casten N. Nemra 
Chief Secretary, 
Office of the Chief Secretary 

Mr. Jorelik Tibon 
Deputy Chief Secretary, 
Office of the Chief Secretary 

Ms. Kino S. Kabua 
Secretary, 
Ministry of Foreign Affairs 

Ms. Annette N. Note 
Assistant Secretary, Bureau of Bilateral Affairs, 
Ministry of Foreign Affairs 

Mr. Kenneth A. Kedi 
Minister, 
Ministry of Transportation and Communication 

Mr. Phil Philippo 
Secretary, 
Ministry of Transportation and Communication 

Capt. Loungmos Hermios 
Director, Maintain Division 
Ministry of Transportation and Communication 

Mr. Wally Milne 
General Manager, 
Marshall Islands Shipping Corporation 

Mr. Alson J. Kelen 
Chairman, 
Marshall Islands Shipping Corporation 

Mr. Reynaldo V. Sunga 
PMU Manager, Project Management Unit 
Ministry of Public Works 

Mr. Smith Ysawa 
Secretary, 
Ministry of Public Works 

Mr. Imang Chong Gum 
Assistant Secretary, 
Ministry of Public Works 

Mr. Donny Note 
PMU Draftsman / Inspector 
Ministry of Public Works 

Mr. Reginald White National Weather Service office 

Mr. Elmo Astorga Jr. 
Chief Accountant 
Tobolar Copra Processing Authority 
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4. 討議議事録（M/D） 

4-1. 本格調査時 
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4-2. 概要説明時 
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5. 参考資料 

5-1．安全基準に関する提案書（Considerations on the Maritime Regulations） 
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5-2. 計画 LC 船水槽試験結果 

 

計画 LC 船の性能を確認するため精密模型による模型水槽試験を実施した。 

 

試験年月日 2011 年 5 月 23 日、24 日 

試験場所 佐世保市 佐世保重工業 模型試験水槽（回流水槽） 

模型船寸法 垂線間長さ=1.4286 m 縮尺=1/28.00 

付加物 舵、ビルジキール、シャフトブラケット、プロペラ軸 

試験項目 抵抗試験（満載及び軽喫水） 

流線観察 

水槽試験委託先 流体テクノ有限会社 
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図-1 船首部 

喫水が浅く幅広で、且つ船

首部はランプ取付のため満

載喫水近くまで幅広にしな

ければならない船型である

が、できるだけ平面形状と

はせず角度を持たせ、水抵

抗を減じ波浪衝撃を緩和す

るようにした。 
赤い糸は流線目視観察用の

タフト。 
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図-2 船尾部 

浅い喫水に高率がよい大き

な直径のプロペラを収容す

るため、また流線を整流す

るため、トンネルスターン

船型を採用した。 
赤い糸は流線目視観察用の

タフト。 
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図-3 満載喫水 11 ノット 

船首端の砕波は認められ

る。 
船首波及び肩波は通常レベ

ル。 
船尾端からの船尾波が非常

に低レベル。 
 

 

図-4 船底の流線 

船首の砕波は船首端のカド

を整形すれば減少する。 
船底流線はほぼ直進してい

る。 
流線はビルジ部を回り込ん

でいないため、角形ビルジ

船型でよい。 
船首部の砕波はほぼ全幅に

わたり発生して船尾に直進

しているため、船首部には

エコーサウンダーのセンサ

ーは設けられない。気泡流

のない船尾のスケグ底部に

センサーは取付ける。 

 

図-5 抵抗計測値（無次元剰余抵抗） 
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図-6 速力～馬力曲線図 

 

以下の速力性能値が得られた 

満載喫水 主機関出力 100% 海上平穏にて 11.8 ノット 

満載喫水 主機関出力 85% 海上平穏にて 11.4 ノット 

満載喫水 主機関出力 85% シーマージン 15%海上にて  10.9 ノット 
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5-3.  船舶保守管理基金法（2011 年） 
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